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高速増殖炉サイクルの
研究開発推進体制について

平成１８年７月２１日

文部科学省

資 料 １－２
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実用化戦略調査研究フェーズⅡにおける協力体制

・鉛、ガス冷却炉の検討
・水冷却炉の検討
・窒化物燃料の再処理・燃料製造検討
・燃料サイクルの環境負荷低減検討

電力中央研究所
研究協力協定

（金属燃料ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ評
価に関する検討）

国内大学アイデア募集

日本原子力研究所
研究協力協定

国際協力

（協力協定，アイデア募集）
核燃料サイクル開発機構（＊１）－電気事業者

実用化戦略調査研究に関する協力協定

研究協力協定

協力協定

・大洗工学センター（Fセルボ、常陽等）
・東海事業所（CPF等）

・敦賀国際技術センター（もんじゅ等）

国内メーカの提案

融合研究

・MA含有燃料等製造、照射試験
・高度化湿式再処理要素技術研究開発
・照射環境における材料劣化研究

・鉛冷却炉の概念検討（露）
・振動充填燃料製造および
照射試験に係る技術情報（英）
・ガス炉に関する情報交換(仏)

等

（＊１） 平成17年10月より「日本原子力研究開発機構」

（＊１）

フェーズⅡ最終報告書概要より抜粋
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産学官が連携した研究開発推進体制

• 国の役割
– 国は、進捗状況等を適宜評価して、柔軟性のある戦略的な研究開発の方
針を国民に提示

• 日本原子力機構の役割
– 実用化に向けた研究開発を、日本原子力研究開発機構を中核として着実
に推進

• 「もんじゅ」の運転を早期に再開し、10年程度以内を目途に「発電プラントとして
の信頼性の実証」と「運転経験を通じたナトリウム取扱技術の確立」という所期
の目的を達成することに優先して取り組む

• 電気事業者とともに、電力中央研究所、製造事業者、大学等の協力を得つつ
「実用化戦略調査研究」を実施

• 国内外の研究開発施設を活用し、海外の優れた研究者の参加を求めて、高速
増殖炉サイクル技術の裾野の広い研究開発も行う

• 電力中央研究所、大学、製造事業者等の役割
– 日本原子力研究開発機構が行う高速増殖炉サイクル技術の裾野の広い研
究開発に連携して研究開発を実施することを期待

原子力政策大綱より抜粋
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研究開発段階から実証段階への
円滑な移行のための推進体制（１／２）

• 2015年頃の実用化戦略調査研究終了後、円滑に実証炉等による実
証プロセスに移行するためには、その相当前から、実用化戦略調査
研究と並行して、関係者間で実証プロセスに向けた検討を進め、その
成果を実用化戦略調査研究にも反映していくことが不可欠

• 関係者（経済産業省、文部科学省、電気事業者、メーカー、日本原子
力研究開発機構）において、例えば以下のような項目を検討し、認識
を共有するとともに、その結果を実用化戦略調査研究に反映し、その
評価を行うことが必要

第12回原子力部会資料２－１より抜粋



5

研究開発段階から実証段階への
円滑な移行のための推進体制（２／２）

• 実用化戦略調査研究の終了を待たずに、早期に関係者による協議を
開始することが必要であり、その内容を詰めるための場として、学識
経験者を加えた研究会を設置すべき

• 研究会での検討項目例
– 開発スケジュールと実証ステップのあり方
– 実証プロセスへの移行と必要な条件
– 実証プロセスへの移行に必要な技術的成果（実用化戦略調査研究に対する、ユーザー
側からのリクワイヤメント）

– 世界の技術、マーケット動向との関係
– サイクル分野（燃料、再処理）における、軽水炉サイクルからの高速増殖炉サイクルへの
移行シナリオとリクワイヤメント

第12回原子力部会資料２－１より抜粋
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研究開発体制（１／２）

• 原子力基本法に定められる唯一の原子力研究開発機関である日
本原子力研究開発機構を中核に、電気事業者、大学、メーカー、
電力中央研究所等と協力して推進されることが適切

• 文部科学省においては、研究開発目標、方針、計画の策定並び
に成果の評価において強いイニシアチブを発揮し、適時適切に政
策判断を行っていくことが必要

• 日本原子力研究開発機構においては、昨年の二法人統合により
知恵と経験が結集した利点を活かしつつ、自律的な経営判断のも
と、研究開発の目標達成に責任をもって取り組むことが必要。また、
深い専門的能力を有し、組織横断的にリーダーシップを発揮する
プロジェクトリーダーの下、協力に研究開発を推進することが望ま
れる。

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋



7

研究開発体制（２／２）

• 2015年頃の実用化戦略調査研究の終了後、円滑に実証炉等の
建設・運転による実証プロセスに移行するためには、その相当前
から、当該調査研究と平行して、関係者間で実証プロセスに向け
た検討を進め、その結果を調査研究にも反映していくことが有効。

• このため、経済産業省、文部科学省、電気事業者、メーカー、日本
原子力研究開発機構は協議の場を設け、以下の検討を行い、そ
の結果を逐次研究開発及び実証プロセスに反映させていくべき。
– 開発スケジュールと実証ステップのあり方の検討
– 実証プロセスへの移行に必要な条件の検討
– 2010年から行われる、中間貯蔵された使用済燃料や使用済MOX燃料を含む軽水
炉使用済燃料の処理方策の検討に資する、高速増殖炉の燃料製造システムにプル
トニウム等を供給するこれらの再処理の技術と事業のあり方の検討及びその実現
のための研究開発の進展状況の評価検討

– 高速増殖炉サイクル技術システムの研究開発活動を通じて、その性能仕様と構造
仕様の作成主体をどこにどのように確立することが国富の増大に貢献する観点から
合理的であるかについての検討、等

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋
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• 文部科学省においては、この技術の研究開発戦略の設計と戦略
要素に対する資源配分、そしてその取組の成果の総括的評価に
基づく次の取組等に関する決定を行う際には、それぞれの決定内
容に最も適した多方面にわたる学識経験者と当該分野に深い知
識を有する専門家からなる助言チームに、その決定を支えるデー
タ、知見、判断・選択等の妥当性について意見を求めていくのが
適切

研究開発の評価体制の充実
－文部科学省－

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋
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• 中核的実施機関である日本原子力研究開発機構には、第１に、その研究開発
活動が、その知識ベースを世界規模に維持しながら、その組織の全ての能力を
効果的に活用して高い品質で行われるようにする責任がある。

• この責任を果たすためには、取り組むべき課題に対する取組の担い手や取組
方法が資源の最も効果的な活用の観点から妥当であることを、たとえば複数の
取組提案の相互比較を当該分野の専門家を含む学識経験者の集団に求める
などして保証していく、プロジェクトレビューをまず充実させるべきである。

• 次に、取組の進捗状況や成果に関する担当者の上司による評価や学会等にお
けるそれらの報告に対する同業者批判を効果的に活用する他、分野毎に国内
外の専門家、成果の顧客からなるチームを設け、研究開発活動の妥当性評価
を求めるなどして、取組が適切に推進されることを保証していくマネジメントレ
ビューを充実させるべきである。

研究開発の評価体制の充実
－日本原子力研究開発機構（１／２）－

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋
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• 日本原子力研究開発機構は第２に、その研究開発活動の成果を
性能目標の達成度の観点から評価し、それを踏まえて次に取り組
むべき活動を提案する責任がある。

• そこで、この評価や提案の品質保証の観点から、その素案あるい
は素案の作成活動に対して、多方面にわたる学識経験者と関係
分野に深い学識を有する国内外の専門家から構成される評価
チームのレビューを求めるべきである。

• この場合、高速増殖炉サイクル技術は国際市場において選択さ
れてこそ意味があるものであることを念頭において、国際的なレ
ビューチームを設立して行う国際レビューも適宜に取り入れるべき
である。

研究開発の評価体制の充実
－日本原子力研究開発機構（２／２）－

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋
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• 原子力委員会としても、それぞれが行う評価を踏まえて、関係者
の取組や決定が原子力政策の目標を効果的で効率的に達成す
る観点から適切であるかどうかについて適宜に評価を行うこととす
る。

研究開発の評価体制の充実
－原子力委員会－

第２７回原子力委員会定例会議資料第１号より抜粋
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（参考）独立行政法人日本原子力研究開発機構の発足

• 2005年10月に特殊法人である日本原子力研究所と核
燃料サイクル開発機構が統合し、原子力基本法に定め
られる唯一の原子力研究開発機関として、独立行政法
人日本原子力研究開発機構が発足

• 国とは独立した法人格を有し、独立行政法人が幅広い
裁量を持って運営

• 主務大臣が３～５年の中期目標を定め、独立行政法人
がそれを達成するための中期計画を作成し、計画的に
業務を遂行
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